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02020105101固定資産評価審査委員会運営事業

課税課 50-3023 水嶋　雅江

住民とともに育むまちづくり

効率的な行財政運営の推進

自治事務（義務的なもの）

ソフト事業

市 市が直接実施

有

有

無

地方自治法第180条の5、地方税法第423条

市税条例第77条

事業対象
固定資産税納税義務者

固定資産評価審査委員会は地方自治法及び地方税法の規定により市町村に設置しなければならない地方公共団体の執行機関で、固定資産課税台
帳に登録された価格に関する市民からの不服を審査し、適正な評価を行う。

◆固定資産評価審査委員会に要する経費
 
　固定資産評価審査委員　３名　　（議会の同意を得て選任）
　　【審査申出件数】　・平成２５年度　　　０件

　　　　　　　　　　　・平成２６年度　　　０件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　・平成２７年度　　　０件 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　○報酬　（委員報酬）　　　　 　28千円

予算

報酬 28

総務費款 項 目徴税費 税務総務費

28

コ
ス
ト

事
業
費

人
件
費

委託費

需用費

役務費

その他

事業費合計

正職員

臨時職員

人件費合計

平成27年度 平成26年度 平成25年度 平成24年度

総事業費

63

91 28

0.20 0.401,422 2,811人 人 人 人

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

1,513 2,839千円 千円 千円 千円

0.00 0.00人 人 人 人千円 千円 千円 千円

0.20 0.401,422 2,811人 人 人 人千円 千円 千円 千円

国県支出金 千円 千円 千円 千円

使用料･手数料 千円 千円 千円 千円

分担金･負担金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

一般財源 1,513 2,839千円 千円 千円 千円

特
定
財
源

事
業
費

財源合計 1,513 2,839千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円その他

目標値
件

0
審査申出件数 1

実績値

達成率

指標名 単位 年度 平成27年度

0
成
果 0

1 達成率

平成26年度

0 0

1 達成率

平成25年度

0 6

3 達成率

平成24年度

200

目標値回
1

固定資産評価審査委員会開催 4

実績値

達成率

25
活
動 1

4 達成率

25 3

5 達成率

60 7

5 達成率

140

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

【市民のニーズ】
社会情勢や環境の変化により、市民ニーズが薄れていませんか？

Ａ．薄れていない

Ｂ．少し薄れている

Ｃ．薄れている

【市が実施する妥当性】
市が事業実施主体となることは妥当ですか？（国、県、民間の活動と重複してい
ませんか？）

Ａ．妥当である

Ｂ．あまり妥当でない

Ｃ．妥当でない

【受益の公平性】
特定の個人や団体に受益が偏っていませんか？

Ａ．偏っていない

Ｂ．多少偏っている

Ｃ．偏っている

妥
当
性

A

A

A

【事務の効率化】
事務手続きの見直しなど、事務の効率性をさらに向上させることができますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【民間活力の導入】
事業の成果を低下させず民間活力（民間委託、指定管理者、まちづくり協議会
等）を導入することで、さらにコスト削減することができませんか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【歳入増加策】
受益者負担金や歳入増加策を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

効
率
性

A

A

A

【事業の成果】
事業成果の目標達成状況は順調ですか？（事業の成果が十分に上がっています
か？）

Ａ．順調である

Ｂ．あまり順調でない

Ｃ．順調でない

【サービス内容の見直し】
成果を向上させるためサービス水準や対象を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

【他事業との統合】
類似・関連事業との統合により、成果をより向上させることはできますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

有
効
性

A

B

A

すぐにできる 公正な評価額の審査ができるよう委員会運営に努めます。

改善提案

目標年度 平成28

公正な評価額の審査ができるよう委員会運営に努めました。

取組状況

中長期的に取り組むべき
改善提案

取組状況

年度

納税者から信頼される委員会運営体制に努めて参ります。

納税者から信頼される委員会運営体制に努めました。

目標年度 平成30 年度

事業の方向性
公正な審査事務を推進します。

目標年度 平成28このまま継続します。 年度を目安

理
由

判
断

実施主体の方向性
引き続き実施します。

目標年度 平成28現状どおり実施します。 年度を目安

理
由

判
断

ｺｽﾄ投入の方向性
効率的な審査委員会運営に努めます。

目標年度 平成28現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

人員投入の方向性
効率的な審査委員会運営にて、現状を維持していきます。

目標年度 平成28現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

すぐにできる改善提案

公正な固定資産の審査ができるよう委員会運営に努めます。

目標年度 平成28 年度

中長期的に取り組むべき 納税者から信頼される委員会運営体制に努めてまいります。

目標年度 平成30 年度

改善提案



【
事
業
の
概
要
】

【
事
業
の
コ
ス
ト
】

【
事
業
の
成
果
】

【
所
属
長
評
価
】

【
担
当
者
評
価
】

【
前
年
度
改
善
案
に
対
す
る
取
組
状
況
】

事務事業名

所管部署

事業コード

総合計画
基本構想

基本計画

電話 記入者名

事業区分

事業種別

実施主体 実施手段 委託内容

根拠法令

根拠例規

関連計画・
マニュアル

事
業
の
目
的
・
事
業
の
概
要
等

02020200101賦課事務事業

課税課 50-3023 水嶋　雅江

住民とともに育むまちづくり

効率的な行財政運営の推進

自治事務（義務的なもの）

ソフト事業

市 市が直接実施

有

有

無

地方税法

市税条例

事業対象
賦課期日（１月１日）現在、市内に住所を有する個人および市内に所在する法人ならびに市内に所在する固定資産（土
地・家屋・償却資産）を有する個人及び法人。

賦課課税による個人市民税、固定資産税、軽自動車税及び申告納付による法人市民税、入湯税、市たばこ税など、法に基づき適正かつ公平な課
税業務を行う。

◆電算システム経費
　・簡素化、効率化を図り、適正かつ公平な賦課事務を行うための経費
　○委託料（課税原簿機能システム改修及びシステム保守委託）
　　　　　　 　　　　　　　              　 　6,856千円
　　　　　（固定資産時点修正業務委託）
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 3,650千円
　　　　　（固定資産評価基図異動更新等業務委託）
　　　　　　　　　　　　　　　             　11,146千円
　　　　　（地図資料データ化業務委託）
　　　　　　　　　　　　　　　             　 1,998千円

　○使用料及び賃借料（電算システムリース等）
　                          　               11,862千円

◆その他賦課事務経費　　　
　○賃金　　　　                              1,754千円        　　　　　　　　　　　　　 　　                          
　○負担金（会議・研修会・地方電子化協議会負担金) 
　　　　　　　　　　　　　　　                2,096千円

　○役務費（軽自動転出車輌情報提供手数料等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　           　 155千円　　　　
  ○その他の経費
            旅費　　　　　　　　　            　155千円
　　　　　需用費　　　　　　　　　　　　　　　3,377千円
      

予算

報酬

総務費款 項 目徴税費 賦課徴収費

コ
ス
ト

事
業
費

人
件
費

委託費

需用費

役務費

その他

事業費合計

正職員

臨時職員

人件費合計

平成27年度 平成26年度 平成25年度 平成24年度

総事業費

23,650 50,658

3,561 3,606

184 64

14,634 14,393

42,029 68,721

27.80 24.60197,630 172,889人 人 人 人

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

243,353 244,135千円 千円 千円 千円

1.80 1.003,694 2,525人 人 人 人千円 千円 千円 千円

29.60 25.60201,324 175,414人 人 人 人千円 千円 千円 千円

国県支出金 2,257 4,245千円 千円 千円 千円

使用料･手数料 千円 千円 千円 千円

分担金･負担金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

一般財源 240,856 239,650千円 千円 千円 千円

特
定
財
源

事
業
費

財源合計 243,353 244,135千円 千円 千円 千円

240 240千円 千円 千円 千円その他

目標値
千円

11991275
市税の調定額 11704800

実績値

達成率

指標名 単位 年度 平成27年度

102.45
成
果 12692834

11785400 達成率

平成26年度

107.7 12654205

11566600 達成率

平成25年度

109.4 12723180

11659500 達成率

平成24年度

109.12

目標値人
563

未申告通知により申告した者の数等 750

実績値

達成率

75.07
活
動 588

720 達成率

81.67 631

720 達成率

87.64 643

770 達成率

83.51

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

【市民のニーズ】
社会情勢や環境の変化により、市民ニーズが薄れていませんか？

Ａ．薄れていない

Ｂ．少し薄れている

Ｃ．薄れている

【市が実施する妥当性】
市が事業実施主体となることは妥当ですか？（国、県、民間の活動と重複してい
ませんか？）

Ａ．妥当である

Ｂ．あまり妥当でない

Ｃ．妥当でない

【受益の公平性】
特定の個人や団体に受益が偏っていませんか？

Ａ．偏っていない

Ｂ．多少偏っている

Ｃ．偏っている

妥
当
性

A

A

A

【事務の効率化】
事務手続きの見直しなど、事務の効率性をさらに向上させることができますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【民間活力の導入】
事業の成果を低下させず民間活力（民間委託、指定管理者、まちづくり協議会
等）を導入することで、さらにコスト削減することができませんか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【歳入増加策】
受益者負担金や歳入増加策を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

効
率
性

B

A

A

【事業の成果】
事業成果の目標達成状況は順調ですか？（事業の成果が十分に上がっています
か？）

Ａ．順調である

Ｂ．あまり順調でない

Ｃ．順調でない

【サービス内容の見直し】
成果を向上させるためサービス水準や対象を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

【他事業との統合】
類似・関連事業との統合により、成果をより向上させることはできますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

有
効
性

A

B

B

すぐにできる 税の公平・公正を基本に市民の税に対する信頼を得るため、更なる課税客体の把握に努めます。

改善提案

目標年度 平成28

市民税未申告者への申告勧奨を行い、特別徴収については会社等を訪問し理解を図りました。
固定資産税については、現況調査により課税客体の把握に努めました。

取組状況

中長期的に取り組むべき
改善提案

取組状況

年度

課税客体を適正に把握し、公平・公正な賦課事務を推進するため、賦課事務等の見直しを含め効率的な事務を推進します。

公平で公正な課税事務を進め効率的な事務の推進に努めました。

目標年度 平成30 年度

事業の方向性
公正で公平な賦課事務を推進します。

目標年度 平成28このまま継続します。 年度を目安

理
由

判
断

実施主体の方向性
引き続き実施します。

目標年度 平成28現状どおり実施します。 年度を目安

理
由

判
断

ｺｽﾄ投入の方向性
効率的な事務の推進に努めます。

目標年度 平成28現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

人員投入の方向性
効率的な事務を推進し、現状を維持していきます。

目標年度 平成28現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

すぐにできる改善提案

適正な課税客体の把握に努め、公正で公平な賦課事務を推進します。

目標年度 平成28 年度

中長期的に取り組むべき 申告会場の集約化を図り、適正な賦課事務のため更なる事務改善に努めます。

目標年度 平成30 年度

改善提案


